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オンラインぼうさいこくたい2020広島
「ひとり」を「独り」にしない復興支援のカタチ

これからの取組みと取組み方



Build Back Better

災害は持続的発展を阻害するもの
災害への備えの向上と国際協力に支持される

「より良い復興（Build Back Better)」への取組みが必要
そのためには先人の経験や伝統的知見を活かすこと

国連世界防災会議 仙台防災枠組2015−2030



災害は
その地域が元来抱えていた課題を
顕在化させるとともに前倒しする．

課題とは．．
平常時の生活環境としての課題進まなかっ

た公災害に対する備え不足（脆弱性の顕在化）
復旧時における拙速なハードによる防災対策



自然災害が頻発する現代において
復旧・復興に合わせて取り組むべきこと

１）脆弱性を構成する要因を把握する
２）脆弱性を低下させるための取組みを進める

これらを対自然災害のみならず、

暮らし全般としてとらえ、

事後，一気呵成に進めるのが

自然災害からの復旧・復興ともいえる．



但し
中越内での
移転移住※

近隣の市街地（平野部）

※調査対象地（⻑岡・⼩千⾕・⼗⽇町・⿂沼）において
市内での再建割合96.２%（⾃宅再建割合84.6%）
調査対象地域の⼈⼝減少5%（24,319⼈）【H12/22国調⽐較】

従前居住地域の
復興状況が⼼の
⽀えにもなる

⼭の暮らしを外部要因
（⼦供の通学・⾃⾝の通勤・
経済的状況）からあきらめ

た⼈々も多い

再居住エリア
（現地・移転地・公営住宅）
における居住者層
の純化が起こって
いる

集落復興の各種⽀援
（⼈的⽀援・財政的⽀援）

移転者の各種⽀援
（⾒守り・新規コミュニティなど）

これまで被災地に縁のなかった市⺠

集団移転事業による移転
公営住宅⼊居に伴う移住
世帯統合による移住

流動性の⾼い
⼭の暮らし
（昼間⼈⼝の増加）

地域を⽀える
⼈材としての
関与が可能
(中越地域での
流動性向上）

⼭で暮らしていく意思を
再認識した⼈々が暮らす
（そのため出て⾏った⼈には

複雑な⼼境もある）

なじみの⽥舎

被災エリア（中⼭間地）
過疎化・⾼齢化⼀層の進展
（⼭古志・⼩千⾕東⼭では半減）

ミクロでみると「限界集落化」

地域外に居住する
「本気で付き合える

仲間」
三極構造による多
⾯的・多重的⽀援
を可能にする枠組

中越⼤震災被災地の１０年後（2014）



「復興」感をもたらすものは何か

インフラ系
の復旧

住民の積極的
参画が復興感
をもたらす

行事の復活



安全性の確保

損 失

都市基盤（インフラ）

住まい

⽣業の場

⽣業の機会

喪 失

⼟地に根ざしたコミュニティ

•⼈や場所とのつながり など

暮らしの豊かさ

⾃信

損失と喪失からの回復と担い手

• 災害によって失われるものとその回復

暮らし（実態）

暮らし（感覚）

安全性の確保＞被害からの復旧
で公的支援が手厚くなった
→ 本来被災者自身が考え、取り組む領域まで拡大した

公助

自助

共助・公助

共助



「あのおばあちゃん、避難所に来てからだんだん
歩けなくなってきた。少し痴呆も進んだみたい。
村では草取りもご飯の支度も自分でしてきた
のに」





石ころだらけの土地が、住み慣れた山古志から
遠く離れたニュータウンにできた仮設住宅に
入居された被災者の手で素晴らしい畑に様変わり



集落再生支援チーム

行政（県・市町村）・中間支援組織が現場に赴き住民と車座になって議論



集落再生支援チーム

行政（県・市町村）・中間支援組織が現場に赴き住民と車座になって議論



地域復興交流会議（集落同士のつながりづくり）

被災当事者による情報交換（課題や成功事例の共有）



山古志・虫亀（むしがめ）多菜田

地域の⼥性が「ふだんのごっつぉ」を提供
営業は昼のみ
復興基⾦で開業資⾦の⼀部を充当



さいごに

「ひとり」を「独り」にしない復興支援のカタチ

エンパワーメント
地域や地域の人を主語にした支援

サポート
まだ自分だけでは立ち上がれない、立ち直れない人
に対する支援

エンパワーメントとサポートの上手な組合わせが大切になる



⼟砂災害における被災者⽀援活動の課題について
活動事例 対象地区 連携先 活動時期、役割、課題 対処法

被災宅地・崖地
ハード対策
相談⽀援

（福祉系⽀援と
技術系⽀援の
連携課題）

広島県安芸郡
坂町

・坂町災害
たすけあいセン
ターVC

【活動時期】発災後1ヵ⽉以内の復旧期
【役割】19被災箇所に地区会⻑と出向き、住⺠や消
防団による応急措置後の対処法相談

復旧期の早い時期に、現地調査後
の相談回答を報告書に取りまとめ、
各地区⻑へ提⽰

広島県尾道市

・広島県地域⽀え
合いセンター

・尾道市⽀え合い
センター

【活動時期】発災後1年半後の復興期
【役割】
被災世帯宅周辺の崖崩れ発⽣後1年半経過しても

ブルーシート被覆等による応急措置のままで復旧⼯
事の⾒込みのない27箇所への対処法を机上で検討し、
センター相談員が各世帯に説明
【課題】
坂町のケースのように、復旧期の早い段階でVC

や⽀え合いセンターからの依頼を受けて対処法を検
討し、被災者や⾏政へ改善策を伝える必要があった。

・ほとんどの被災箇所が警戒区域
指定を受けており、⾏政のハー
ド対策は直ぐには実現できない
が、警戒避難体制等のソフト対
策⽀援の必要性を提案

・⾼齢の独居者で最低限のブルー
シートの張替えが必要な箇所は
市の危機管理担当から消防団へ
の依頼は可能との回答

⼟⽯流流出地区
復旧・復興

まちづくり⽀援

(⾏政、⾃治会、
住⺠団体との調

整課題)

広島県安芸郡
熊野町
川⾓地区
⼤原ハイツ

・⼤原ハイツ
復興の会

・防災⼠

【活動時期】復旧期と復興期
【役割】
平成26年8⽉広島豪⾬災害時に復旧・復興まちづ

くり実績のある⾃治会への相談、⾏政への要望書作
成のためのアンケート調査実施を提案して⽀援活動
を開始し、その後、⾃主防災会を⽴ち上げ、避難
マップと警戒避難マニュアル作成⽀援
【課題】
「復興の会」は全世帯の6割からなる住⺠団体の

ため、⾏政との連携を考えると⾃治会と連携した⾃
主防災会活動が望まれた。
（町内会に未加⼊の住⺠も存在）

・平成26年8⽉広島豪⾬災害時の
復旧・復興まちづくり⽀援経験
のある防災⼠に、復興の会の役
員会等へ参加し、⾏政、⾃治会
等との調整役を依頼

・⾃主防災会と復興の会が連携し
た警戒・避難体制の⾒直しと
⾏政のハード対策への要望に関
する勉強会開催の⽀援予定
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被災宅地・崖地ハード対策相談⽀援事例（広島県安芸郡坂町)
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被災宅地・崖地ハード対策相談⽀援事例（広島県尾道市)
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開催日 
（場所） 

参加者 内容 

第１回 
2019.2.16 

（熊野町民体育館） 

技術士会 4名、広島大学 1名 
防災士会 1名、復興の会役員 5名 
大原ﾊｲﾂ住民 34 名、その他住民 18 名 
熊野町 

・「土砂災害発生ﾒｶﾆｽﾞﾑと今後
の危険性について」(広大) 

・「土砂災害ﾊｰﾄﾞ対策について」
（技術士会） 

第２回 
2019.4.7 

（熊野町民体育館） 

技術士会 6名、建ｺﾝ協防災委員会 3名 
防災士会 2名、大原ﾊｲﾂ住民 27 名 
その他住民 13 名、熊野町 

・警戒・避難について(建ｺﾝ) 
・避難マップについて(建ｺﾝ) 

第３回 
2019.4.21 

（熊野町民体育館、 
大原ﾊｲﾂ） 

技術士会 6名、建ｺﾝ協防災委員会 3名 
防災士会 2名、大原ﾊｲﾂ住民 24 名 
その他住民 5名 

・防災まち歩き 
・避難マップの作成作業 

第４回 
2019.5. 19 

(くまの・みらい交
流館) 

技術士会 9名、防災士会 2名 
大原ﾊｲﾂ住民 20 名、その他住民 8 名 
熊野町 

・避難マップの修正 
・土砂災害警戒避難マニュアル 
・避難訓練について 

第５回 
2019.6. 2 

（大原ﾊｲﾂ、 
熊野町民体育館、 
くまの・みらい交 

流館） 

技術士会 10 名、広島弁護士会 4 名 
防災士会 1名、 
大原ﾊｲﾂ住民 54 世帯 83 名 
熊野町 
地域支え合いｾﾝﾀｰ 4 名 

・避難訓練実施 
・交流会(ｶﾚｰ作り、AED の使い

方訓練等、昼食交流） 

⼟⽯流が流出した地区の復旧・復興まちづくり⽀援(⼤原ハイツ)
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連携体制
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